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第１節 計画の目的、性格及び構成 
  

 

第１ 計画の目的 

 この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、信濃町防災会議

が作成する計画であって、町、関係機関、住民等が相互に協力し、町の地域に係る災害予防対策、

災害応急対策、災害復旧・復興対策を推進することにより、町域における土地の保全とかけがえ

のない住民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。 

 

 【国、県及び信濃町の防災会議並びに防災計画の体系】 

 

 

 

 

 

 

第２ 性格及び修正 

１ 性 格 

  この計画は近年の大規模な災害の経験を礎に、防災をめぐる社会構造の変化等を踏まえ、「周

到かつ十分な災害予防」、「迅速かつ円滑な災害応急対策」、「適切かつ速やかな災害復旧、復興」

を基本方針として、本町の地域における関係機関の防災業務の実施責任を明確にし、かつ、相

互間の緊密な連絡調整を図るうえにおいての基本的な大綱を内容としているものであり、その

実施細目等については、関係機関において別途定めるところによる。 

  この計画と県地域防災計画との関係は、県の地域防災計画が、全県的な総合調整機能を中心

とした計画であるのに対し、町の地域防災計画は、住民に直結した具体的な防災活動計画とい

う性格で、相互に補完関係を有しており、実際の防災計画の運用に当たっては、両者が有機的

に作用して、初めて防災対策が効果的に推進されるものであり、町長は地域防災に関して第一

次的な責務を有する。 

２ 修 正 

  信濃町地域防災計画は、災害対策基本法第42条に基づき国、県の防災方針、町の情勢を勘案

して検討を加え、必要があると認めるときはこれを修正する。 

 

第３ 計画の構成 

 本計画は、現実の災害への対応に即した構成としており、第１編の総則に続いて、第２編を風

水害対策編、第３編を震災対策編とし、それぞれの災害に対する予防、応急、復旧・復興の各段

階における諸施策を示した。また、第４編をその他の災害対策編とし、雪害対策、航空災害対策、

道路災害対策、鉄道災害対策、危険物等災害対策、大規模な火事災害対策、林野火災対策、火山

国 

中 央 防 災 会 議 

防 災 基 本 計 画 

長 野 県 

長 野 県 防 災 会 議 

長野県地域防災計画 

信 濃 町 

信 濃 町 防 災 会 議 

信濃町地域防災計画 
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災害対策及び原子力災害対策について特記すべき事項を示し、第５編では、資料編として、本計

画に必要な関係資料等を掲げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 則 

風 水 害 対 策 編 

震 災 対 策 編 

その他の災害対策編 

資 料 編 

第１編 

第２編 

第３編 

第４編 

第５編 

信濃町地域防災計画 
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第２節 防災の基本理念及び施策の概要 
  

 

 信濃町は、総面積の70％以上を山林原野が占める急峻な地形である。また、わん曲、急勾配な

未改修河川が多い。このような自然条件や、高齢化の進行等の社会条件による様々な災害発生要

因に対応した防災体制の整備に努める必要がある。 

 

第１ 基本方針 

１ 防災対策の実施 

  防災対策の実施に当たっては、次の事項を基本とし、町、県、公共機関、事業者、その他関

係機関及び住民がそれぞれの役割を認識しつつ、一体となって最善の対策をとるものとする。 

  特に、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理

念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができる

だけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響

を最小限にとどめるよう、対策の一層の充実を図る。 

 (1) 周到かつ十分な災害予防 

  ア 災害予防段階における基本理念は以下のとおりである。 

   (ア) 災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることか

ら、ソフト施策を可能な限り進め、ハード・ソフトを組み合わせて一体的な災害対策

を推進する。 

   (イ) 最新の科学的知見を総動員し、起こり得る災害及びその災害によって引き起こされ

る被害を的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえ、絶え

ず災害対策の改善を図る。 

  イ 災害予防段階における施策の概要は以下のとおりである。 

   (ア) 災害に強いまちづくりを実現するための、主要交通・通信機能の強化、避難路の整

備等地震に強い都市構造の形成、学校、医療施設等の公共施設や住宅等の建築物の安

全化、代替施設の整備等によるライフライン施設等の機能の確保策を講ずる。 

   (イ) 事故災害を予防するため、事業者や施設管理者による情報収集・連絡体制の構築、

施設・設備の保守・整備等安全対策の充実を図る。 

   (ウ) 住民の防災活動を促進するため、防災教育等による住民への防災思想・防災知識の

普及、防災訓練の実施等を行う。併せて、自主防災組織の育成強化、防災ボランティ

ア活動の環境整備、事業継続体制の構築等企業防災の促進、災害教訓の伝承により住

民の防災活動の環境を整備する。 

   (エ) 防災に関する研究及び観測等を推進するため、防災に関する基本的なデータの集積、

工学的、社会学的分野の研究を含めた防災に関する研究の推進、予測・観測の充実・

強化を図る。また、これらの成果の情報提供及び防災施策への活用を図る。 

   (オ) 発災時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため、災害

1の3 



 □1  第２節 防災の基本理念及び施策の概要  

〔信濃防５〕 2 

応急活動体制や情報伝達体制の整備、施設・設備・資機材等の整備・充実を図るとと

もに、必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。また、関係機関が連携し、過去の災

害対応の教訓の共有を図るなど、実践的な訓練や計画的かつ継続的な研修を実施する。 

 (2) 迅速かつ円滑な災害応急対策 

  ア 災害応急段階における基本理念は以下のとおりである。 

   (ア) 発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情報収集に努

め、収集した情報に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資

等災害応急対策に必要な資源を適切に配分する。 

   (イ) 被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応するとともに、高齢者、障がい者、児童、傷

病者、外国籍住民、外国人旅行者、乳幼児、妊産婦など特に配慮を要する者（以下「要

配慮者」という。）に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無といった被災

者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。 

  イ 災害応急段階における施策の概要は以下のとおりである。なお、災害応急段階において

は、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配慮する。 

   (ア) 災害発生の兆候が把握された際には、警報等の伝達、住民の避難誘導及び所管施設

の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。 

   (イ) 発災直後においては、被害規模を早期に把握するとともに、災害情報の迅速な収集

及び伝達、通信手段の確保、災害応急対策を総合的、効果的に行うための関係機関等

の活動体制及び大規模災害時における広域応援体制を確立する。 

   (ウ) 被災者に対する救助・救急活動、負傷者に対する迅速かつ適切な医療活動、消火活

動を行う。 

   (エ) 円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また、被災者に緊急物資を供給す

るため、交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等により交通を確保し、優先度を考

慮した緊急輸送を行う。 

   (オ) 被災状況に応じ、指定避難所の開設、応急仮設住宅等の提供、広域的避難収容活動

を行う。 

   (カ) 被災者等へ的確かつ分かりやすい情報を速やかに公表・伝達するとともに、相談窓

口の設置等により住民等からの問合せに対応する。 

   (キ) 被災者の生活維持に必要な食料・飲料水及び生活必需品等を調達し、被災地のニー

ズに応じて供給する。 

   (ク) 指定避難所等で生活する被災者の健康状態の把握等のために必要な活動を行うとと

もに、仮設トイレの設置等被災地域の保健衛生活動、防疫活動を行う。また、迅速な

遺体の処理等を行う。 

   (ケ) 新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など

感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。 

   (コ) 防犯活動等による社会秩序の維持のための施策の実施を行うとともに、物価の安

定・物資の安定供給のための監視・指導等を行う。 
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   (サ) 応急対策を実施するための通信施設の応急復旧、二次災害を防止するための土砂災

害等の危険のある箇所の応急工事、被災者の生活確保のためのライフライン等の施

設・設備の応急復旧を行う。二次災害の防止策については、危険性の見極め、必要に

応じた住民の避難及び応急対策を行う。 

   (シ) ボランティア、義援物資・義援金を適切に受け入れる。 

 (3) 適切かつ速やかな災害復旧・復興 

  ア 災害復旧・復興段階における基本理念は以下のとおりである。 

   (ア) 発災後は、速やかに施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行うことにより被

災地の復興を図る。 

  イ 災害復旧・復興段階における施策の概要は以下のとおりである。 

   (ア) 被災の状況や被災地域の特性等を勘案し、被災地域の復旧・復興の基本方向を早急

に決定し、事業を計画的に推進する。 

   (イ) 物資、資材の調達計画等を活用して、迅速かつ円滑に被災施設の復旧を行う。 

   (ウ) 災害により生じた廃棄物（以下「災害廃棄物」という。）の広域処理を含めた処分方

法を確立するとともに、計画的な収集、運搬及び処理により、迅速かつ適切な廃棄物

処理を行う。 

   (エ) 再度災害の防止により快適な都市環境を目指して、防災まちづくりを実施する。 

   (オ) 被災者に対する資金援助、住宅確保、雇用確保等による自立的生活再建を支援する。 

   (カ) 被災中小企業の復興等、地域の自立的発展に向けて経済復興を支援する。 

  ウ 県及び防災関係機関と互いに連携をとりつつ、これら災害対策の基本的事項について推

進を図るとともに、防災機関間、住民等の間、住民等と行政の間で防災情報が共有できる

ように必要な措置をとる。 

２ 町及び関係機関等が行うべき事項 

  町及び関係機関等は、緊密な連携のもと、人命の安全を第一に、次の事項を基本とし、必要

な措置を講ずる。 

 (1) 要配慮者や女性を含めた多くの住民の地域防災活動への参画 

 (2) 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を

図るため、防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場

における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を

取り入れた防災体制の確立 

３ 住民が行うべき事項 

  住民は、「自らの命は自らが守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互いに協力

し合い、災害時を念頭に置いた防災対策を常日ごろから講ずる。 

４ 関係機関等の連携強化 

  どこでも起こりうる災害時の被害を最小化し、安全・安心を確保するためには、行政による

公助はもとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による共助が必要

であり、個人や家庭、地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して日常的に減災のための
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行動と投資を息長く行う運動を展開する。また、その推進に当たっては、時機に応じた重点課

題を設定する実施方針を定めるとともに、関係機関等の連携の強化を図る。 

第２ 防災施策の大綱 

 (1) 大雨による災害の危険性が高いことにかんがみ、河川の改修等、流域全般にわたる治水施

設等の設備を推進する。 

 (2) 本町は、四方を山地で囲まれ、いくつもの土石流危険渓流等を有し、山林の荒廃とあいま

って土砂災害の危険性がある。豪雨に伴って生ずる地すべりや山崩れ、土石流等は破壊力が

大きく、多数の人的被害をもたらすため、地すべり防止対策等、各種の土砂災害対策を講ず

る。 

 (3) 急峻な地形の開発や、山林地域の開発に伴う人的災害、さらに大きな被害が生じる危険性

がある林野火災の発生に備え、平素の火災予防運動等を通じ、防災思想の普及に努めるとと

もに、消防組織の充実、消防施設の整備等、消防力の強化を推進する。また、優れた自然環

境を保全し、安全で適正な開発が行われるよう、関係機関と連絡調整を密にし、安全で快適

なまちづくりを進める。 

 (4) 災害の際、その被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりの日ごろからの備えと

災害時の適切な行動が大切である。このため、あらゆる機会を利用して、住民に対し、防災

に必要な知識の普及を図っていく。 

 (5) 災害が発生した場合には、この計画の定めるところにより、県をはじめとする防災関係機

関の協力を得て、その所掌に係る災害応急対策を速やかに実施する。このため、総合防災訓

練等を実施し、防災活動における実戦的能力のかん養を図る。 

 (6) 民生の安定、社会経済活動の早期回復、再度災害の発生防止のため、被災施設の迅速かつ

適切な復旧を図る。 
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第３節 防災上重要な機関の実施責任と 

処理すべき事務又は業務の大綱 

  

 

第１ 実施責任 

１ 町 

  信濃町は、防災の第一次的責任を有する基礎的地方公共団体として、町の地域並びに地域住

民の生命、身体及び財産を保護するため、県、指定地方行政機関、指定公共機関等及び他の地

方公共団体の協力を得て防災活動を実施する。 

２ 長野市消防局 

  長野市消防局は、災害から組織市町村の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を保護す

るため、防災関係機関等と緊密な連携のもとに防災活動を実施するとともに、町災害対策本部

の業務に従事する。 

３ 県 

  県は、市町村を包括する広域的地方公共団体として、県の地域並びに地域住民の生命、身体

及び財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等及

び他の地方公共団体の協力を得て防災活動を実施するとともに、町及び指定地方公共機関等が

処理する防災に関する事務又は業務を助け、かつ、その総合調整を行う。 

４ 指定地方行政機関 

  指定地方行政機関は、町の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を災害から保護するた

め、指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、

町の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとる。 

５ 指定公共機関及び指定地方公共機関等 

  指定公共機関及び指定地方公共機関等は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ自ら防災

活動を実施するとともに、町の活動が円滑に行われるようその業務に協力する。 

６ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

  公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、常日ごろから災害予防体制の整備を図るとと

もに、災害時には、応急措置を実施する。また、町、県及びその他防災関係機関の防災活動に

協力する。 

７ 住 民 

  住民は、「自らの命は自らが守る」との認識のもとに、地域、職場、家庭等においてお互いに

協力し合い、災害時を念頭においた防災対策を常日ごろから講ずる。 

 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 町 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

信濃町 (1) 町防災会議に関すること。  
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 (2) 防災施設の新設、改良及び復旧に関すること。 

(3) 水防その他の応急措置に関すること。 

(4) 災害に関する情報の伝達、収集及び被害調査に関すること。 

(5) 被災者に対する救助及び救護措置に関すること。 

(6) 災害時における保健衛生、文教及び交通対策に関すること。 

(7) 地震防災に関する調査研究、訓練の実施、教育及び広報に関すること。 

(8) その他町の所掌事務についての防災対策に関すること。 

(9) 町内における公共的団体及び自主防災組織の育成指導に関すること。 

２ 消防機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

長野市消防局 (1) 消防力の整備に関すること。 

(2) 災害の予防、警戒及び鎮圧に関すること。 

(3) 被災者に対する救助及び救護措置に関すること。 

(4) 防災に関する訓練の実施及び教育に関すること。 

(5) 自主防災組織の育成指導に関すること。 

(6) 信濃町災害対策本部の業務に関すること。 

３ 県 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

長野県 

 

(1) 長野県防災会議に関すること。 

(2) 防災施設の新設、改良及び復旧に関すること。 

(3) 水防その他の応急措置に関すること。 

(4) 県域の災害に関する情報の伝達、収集及び被害調査に関すること。 

(5) 被災者に対する救助及び救護措置に関すること。 

(6) 災害時における保健衛生、文教、治安及び交通対策に関すること。 

(7) その他県の所掌事務についての防災対策に関すること。 

(8) 市町村及び指定地方公共機関の災害事務又は業務の実施についての

救助及び調整に関すること。 

(9) 自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

長野県警察本部 

（長野中央警察

署） 

(1) 災害関連情報の収集及び伝達に関すること。 

(2) 被災者の救出及び避難誘導に関すること。 

(3) 交通規制及び警戒区域の設定に関すること。 

(4) 避難路及び緊急輸送路の確保に関すること。 

(5) 行方不明者の調査又は死体の検視に関すること。 

(6) 犯罪の予防、取締りその他社会秩序の維持に関すること。 

(7) 危険物の取締りに関すること。 

(8) 被災者に対し、焼失又は紛失した重要書類等の再発行に関すること。 
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４ 指定地方行政機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

関東財務局 

（長野財務事務

所） 

(1) 地方公共団体に対する資金の融通のあっせんに関すること。 

(2) 災害時における金融機関の緊急措置の指示に関すること。 

関東農政局 

（長野支局） 

(1) 災害予防対策 

 ア ダム、堤防、ひ門等の防災上重要な施設の点検整備等の実施又は指

導に関すること。 

 イ 農地、農業用施設等を防護するため、防災ダム、ため池、土砂崩壊

防止、農業用河川工作物、湛水防除、農地侵食防止等の施設の整備に

関すること。 

(2) 応急対策 

 ア 農業に関する被害状況の取りまとめ及び報告に関すること。 

 イ 災害時における種もみ、その他営農資材の確保に関すること。 

 ウ 災害時における生鮮食料品等の供給に関すること。 

 エ 災害時における農作物、蚕、家畜等に係る管理指導及び病害虫の防

除に関すること。 

 オ 土地改良機械及び技術者等の把握、緊急貸出及び動員に関すること。 

(3) 復旧対策 

 ア 災害発生後はできる限り速やかに査定を実施し、農地、農業用施設

等について特に必要がある場合の緊急査定の実施に関すること。 

 イ 災害による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関すること。 

中部森林管理局 

（北信森林管理

署） 

(1) 国土保全に直接資する治山事業の充実及び保安林の整備、管理の適正

化に関すること。 

(2) 林野火災の予防及び発生時の応急措置に関すること。 

(3) 災害応急対策用材の供給に関すること。 

北陸信越運輸局 

（長野運輸支局） 

 災害時における船舶、鉄道及び自動車による輸送のあっせん並びに船舶

及び自動車による輸送の確保に関すること。 

長野地方気象台 (1) 気象等の観測及びその成果の収集、発表 

(2) 気象等の予報・警報等の発表、伝達及び解説 

(3) 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

(4) 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

(5) 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

信越総合通信局 (1) 災害時における通信・放送の確保に関すること。 

(2) 非常通信に関すること。 

(3) 非常災害時における臨時災害放送局の開局等の臨機の措置に関する

こと。 
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 (4) 災害対策用移動通信機器、災害対策用移動電源車及び臨時災害放送局

用機器の貸出しに関すること。 

長野労働局 

（長野労働基準

監督署） 

(1) 事業場における産業災害の防止に関すること。 

(2) 事業場における自主的防災体制の確立に関すること。 

関東地方整備局

（長野国道事務

所） 

北陸地方整備局 

（千曲川河川事

務所） 

(1) 災害予防 

 ア 応急復旧用資機材の備蓄の推進 

 イ 機動力を生かした実践的な方法による防災訓練の実施 

 ウ 関係機関との連携による災害に強い地域づくり計画の策定 

(2) 応急・復旧 

 ア 応急活動のための体制の整備及び所掌事務の実施 

 イ 防災関係機関との連携による応急対策の実施 

 ウ 路上障害物の除去等による緊急輸送道路の確保 

 エ 所管施設の緊急点検の実施 

 オ 緊急を要すると認められる場合の申合せに基づく自主的な応急対策

の実施 

中部近畿産業保

安監督部 

 電気の保安に関すること。 

５ 自衛隊 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊 

第13普通科連隊 

(1) 災害時における人命又は財産の保護のための応急救援活動に関する

こと。 

(2) 災害時における応急復旧活動に関すること。 

６ 指定公共機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

日本郵便(株) 

 信越支社 

（信濃町郵便局） 

(1) 災害時における郵便業務の確保、郵便業務に係る災害対策特別事務取

扱い及び援護対策に関すること。 

(2) 災害時における窓口業務の確保に関すること。 

日本貨物鉄道

(株) 

（関東支社長野

支店） 

 災害時における鉄道貨物による救助物資等の輸送の協力に関すること。 

東日本電信電話

(株)長野支店 

(1) 電気通信設備の保全に関すること。 

(2) 災害非常通話の確保及び気象警報の伝達に関すること。 
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(株)ＮＴＴドコ

モ（長野支店） 

 

ＫＤＤＩ(株) 

ソフトバンク

(株) 

日本銀行 

（松本支店） 

(1) 金融機関の支払いに対する現金の準備に関すること。 

(2) 損傷通貨の引換えに関すること。 

日本赤十字社 

 長野県支部 

(1) 医療、助産等の救助、救護に関すること。 

(2) 災害救助等の奉仕者の連絡調整に関すること。 

(3) 義援金の募集に関すること。 

日本放送協会 

（長野放送局） 

 天気予報及び気象警報・注意報その他、災害情報等広報に関すること。 

日本通運(株) 

（長野支店） 

 災害時における貨物自動車による救援物資等の輸送の協力に関するこ

と。 

中部電力パワー

グリッド(株) 

（長野営業所） 

(1) 電力施設の保全、保安に関すること。 

(2) 電力の供給に関すること。 

東日本高速道路

(株) 

（関東支社） 

 上信越自動車道の防災に関すること。 

７ 指定地方公共機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

しなの鉄道(株) (1) 鉄道施設の防災に関すること。 

(2) 災害時における避難者の輸送に関すること。 

帝石パイプライ

ン(株) 

 都市ガスの保全及び保安措置に関すること。 

長電バス(株)  災害時における旅客自動車による避難者の輸送の協力に関すること。 

(公社)長野県ト

ラック協会 

 災害時における貨物自動車による救助物資等の輸送の協力に関するこ

と。 

信越放送(株)  天気予報及び気象警報・注意報その他、災害情報等広報に関すること。 

(株)長野放送  

(株)テレビ信州  
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長野朝日放送

(株) 

 

長野エフエム放

送(株) 

 

長野県情報ネッ

トワーク協会 

 天気予報及び気象警報・注意報その他、災害情報等広報に関すること。 

(公社)長野県看

護協会 

 災害時における医療、助産等救護活動の実施に関すること。 

(一社)長野県Ｌ

Ｐガス協会 

 液化石油ガスの安全に関すること。 

(一社)長野県建

設業協会 

 災害時における公共施設の応急対策業務の協力に関すること。 

(社福)長野県社

会福祉協議会 

(1) 災害ボランティアに関すること。 

(2) 災害派遣福祉チームに関すること。 

８ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

(一社)上水内医

師会 

 災害時における医療、助産等救護活動の実施に関すること。 

上水内郡歯科医

師会 

 災害時における歯科医療等救護活動の実施に関すること。 

長野森林組合 (1) 町、県が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること。 

(2) 被災組合員に対する融資、あっせんに関すること。 

(3) 木材の供給と物資のあっせんに関すること。 

信濃町商工会 (1) 町、県が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること。 

(2) 被災会員の融資、あっせんの協力に関すること。 

(3) 災害時における物価安定の協力に関すること。 

(4) 救助物資、復旧資材の確保、あっせんの協力に関すること。 

ながの農業協同

組合信濃町支所 

(1) 町、県が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること。 

(2) 農作物の災害応急対策の指導に関すること。 

(3) 被災農家に対する融資、あっせんに関すること。 

(4) 農業生産資材及び農家生活資材の確保、あっせんに関すること。 

(5) 農産物の需給調整に関すること。 

(6) 被災事業者等に対する資金融資に関すること。 

(社福)信濃町社

会福祉協議会 

(1) 災害時のボランティアの受入に関すること。 

(2) 避難行動要支援者への支援及び生活支援活動の協力に関すること。 

信濃町民生・児

童委員会 

(1) 町、県が行う災害応急対策の協力に関すること。 

(2) 避難行動要支援者の安否確認、避難支援に関すること。 
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区長・総代 (1) 町、県が行う災害応急対策の協力に関すること。 

(2) 被災者の救助・救護活動、炊き出し及び義援金品の募集等の協力に関

すること。 
婦人団体等 

ＰＴＡ 

保育園保護者会 

自主防災組織等 (1) 出火防止及び初期消火に関すること。 

(2) 避難行動要支援者の避難支援、避難者の誘導及び救助・救護活動の協

力に関すること。 

(3) 平常時の防災訓練等の実施に関すること。 

(4) 町、県が行う災害応急対策の協力に関すること。 

信濃町日赤奉仕

団 

(1) 被災者の救助・救護活動及び保護の実施に関すること。 

(2) 災害時における炊き出しの実施に関すること。 

危険物施設の管

理者 

(1) 安全管理の徹底に関すること。 

(2) 防護施設の整備に関すること。 

 

町の防災のしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 定 公 共 機 関 
指定地方公共機関 

国緊急（非常）災害対策本部 

本部長：内閣総理大臣等 

指 定 行 政 機 関 
指定地方行政機関 

長野県災害対策本部 
本部長：長野県知事 

自衛隊 

県災害対策本部長野地方部 
（長野地域振興局） 

長野地方部長： 
長野地域振興局長 

信濃町災害対策本部 
本部長：信濃町長  

県警察本部 

警察署 

他市町村 

他都道府県 

消防機関・消防団 

ボランティア 

指示 

総合調整 

指示 

総合調整 

指示 応援措置要請 応援措置要請 

派遣要請 

（通知） 

指示 

命令 

出動要請 

応援・指示 

応援要請 

出動命令 

応援要請 

応援措置要請 

警報等通知、職員派遣 

被  災  地 ・ 被  災  住  民 

応急措置 応急措置 応急措置 応急措置 救援 

応援要請 
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第４節 信濃町の地勢と災害要因、災害 

記録 

  

 

第１ 自然的条件 

１ 地 勢 

  信濃町は、北は新潟県に接し、東に飯山市、西に長野市、南に飯綱町が境を接する町で総面

積149.30㎞2のほぼ楕円形をなしている。 

  地形は、信越五岳の黒姫、斑尾、妙高、飯綱、戸隠山に囲まれた中に広がる盆地状の土地で、

妙高戸隠連山国立公園に一部位置し、町全体の72.6％が森林であり、平地が少なく複雑な地形

をなしている。黒姫高原や古代人とナウマンゾウが生息した野尻湖など自然景観の優れた地域

でもある。 

  河川は、鳥居川、関川、池尻川、古海川、赤川が１級河川であり、長野市戸隠越水原に源を

発する鳥居川（町内延長17.5㎞）は黒姫山、霊仙寺山両麓の谷あいを東西に流れ、南下して千

曲川に合流している。池尻川、古海川、赤川は新潟県境を流れる関川と合流し、日本海に注い

でいる。このほか、中小河川はいくつかあるが、鳥居川の左右岸は扇状台地の様相をなしてお

り、火山灰土の黒土で覆われた耕地が広がっている。 

２ 位 置 

名  称 所 在 地 北 緯 東 経 海 抜 

信濃町役場 上水内郡信濃町大字柏原428－２ 36°48′12″ 138°12′36″ 676ｍ 

３ 気 候 

  本町の気候は、信越五岳の黒姫、斑尾、妙高、飯綱、戸隠山に東西と北部の三方を囲まれた

盆地的地形であるうえに海抜700ｍ近い高地であるため、内陸的気候と山岳的気候を併せもち、

町の南部と北部とでは気象条件に相当の開きがあり、春の訪れは遅い。 

  また、日本海を渡る季節風の影響を受け、夏は涼しく冬は寒く、降雪量が多い。 

  気温は、夏期の最高温度34.6℃（平成30年）、冬期の最低温度－18.7℃（昭和59年）と四季を

通じて気温の差が大きい。特に春から夏にかけて霧が多く発生し、昼夜の温度差も大きいこと

から、そば、トウモロコシなどが生産される要因となっている。 

  年間降水量は、およそ1,000㎜であり、また、海岸線からも遠く隔たり、山に囲まれているこ

とと海抜高度が高いことから、湿度は低く夏はしのぎやすい。 

  年間降雪量は、およそ1,000㎝と全国で有数の深雪地帯であり、本町の北部では２ｍ以上、南

部では１ｍ以上の積雪となる。 

  日照時間は、全国平均の６時間ほどになるのは７月、８月に見られるだけであり、快晴の日

は極めて少ない。 

４ 自然条件にみる災害の要因 

  自然的な条件から発生する災害の要因は多様で、しかも突然発生する。その要因を十分制御

できない限り、異常現象が引き起こされ、それがある程度まで進行すると災害に転化する。急
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しゅんな傾斜地と複雑な地形という地理的背景から、信濃町の場合、雨・雪による災害が最も

懸念されるが、阪神・淡路大震災級規模の直下型地震による影響も計り知れない。信濃町は山

林地帯も多く、特に水源地である林野地帯には荒廃地も少なくなく、豪雨時の貯水機能が低下

していると思われる。このため、土砂の流出とあいまって水害の要因ともなっている。また、

地震による地すべりや土砂崩れ、崖崩れによる基幹交通網の寸断によって、一部地域の孤立化

も懸念される。観光地として町外からの訪問客も多く、それが人為的諸要因と相関して災害へ

発展する素因が常に内在しているが、それらのうち特に災害として考えられる要因には次のも

のがある。 

 (1) 地震の可能性 

   長野県は、火山帯に加え、構造的な弱線上にある。このため県域には、信濃川、姫川両地

震帯が存在する。過去に発生した主な地震は、次のとおりである。 

   ○享保３年（1718）７月26日 飯山市を直撃、城市破壊すと文献にある。 

   ○弘化４年（1847）３月24日 善光寺大地震、大被害あり（推定Ｍ7.4）。 

   ○昭和16年（1941）７月15日 長野付近地震（震度５）。死者５人、全壊家屋29軒 

   ○昭和18年（1943）10月13日 古間地震（中震程度）。死者１人、全壊家屋29軒。田畑に亀

裂。山の尾根先に当たる場所と川沿いに被害が集中 

   ○平成23年（2011）３月12日 長野県北部地震、栄村（震度６強）、信濃町（震度４） 

   ○平成26年（2014）11月22日 神城断層地震、長野市、小谷村、小川村（震度６弱）、信濃

町（震度５強） 

   善光寺地震は、それまでに形成されてきた北信地方（信濃町含む。）の活断層が活発に活動

したことに起因するといわれる。 

   昭和40年には松代群発地震が発生、地盤亀裂、土塀・石垣等が倒壊する被害があった。 

 (2) 流出土砂の生産源 

   町内の河川は、複雑で急しゅんなところもあり、また、地盤がもろいところも少なくなく、

水流による縦横の浸蝕力が大きい。そのため、流出土砂で著しく河床が上昇し、洪水が発生

する危険性を有している。 

 (3) 急勾配の河川（土石流危険渓流） 

   本町には土石流危険渓流は44箇所あり、長年にわたり土砂が堆積し河床が上昇しているた

め、豪雨時には周辺の集落で被害が予想される。 

 (4) 急傾斜地帯 

   急傾斜地崩壊危険箇所は８箇所あり、これらの箇所については、降雨に対して非常に弱く、

被害が予想される。 

 (5) 前線の影響による豪雨 

   梅雨期、秋雨期には、前線上を東進する低気圧や台風の北上に伴い、南海上から流入する

暖湿気流によって前線活動が活発になり大雨を降らせることがあり、水害の直接の要因となる。 

   特に梅雨末期は集中豪雨となりやすく、警戒を要する。 

 (6) 台風の進路による影響 
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   長野県の位置と本町の地形のもつ条件により、台風の経路等により各所に風水害をもたら

す。長野県に影響を及ぼす台風を経路により大別すると、次の四つのコースに分けられる。 

  ア 県を縦断して北上する場合 

    県全域が暴風域に入り、全県的に風害や水害が発生する。特に東部・北部一帯は風雨が

強く、台風通過後の吹き返しの風による災害をもたらす。 

  イ 県の西側に接近して北東進する場合 

    県全域が暴風域に入り、全県的に風害や水害が発生し、特に南部・西部の山沿いは局地

的な大雨となる。 

  ウ 県の東側に接近して北上する場合 

    県の東部の山沿いで風雨が強く、台風の吹き返しの風が被害を大きくする。 

  エ 県の南部を接近して東進する場合 

    南部や東部に大雨が降る典型的な雨台風で、これらの地域に水害をもたらす。 

 (7) 高冷地帯 

   本町は、全域で標高が高く、農産物の低温障害及び凍霜障害等による被害が発生しやすい。 

 

第２ 社会的条件 

１ 人口、集落 

  本町の人口は、7,739人（令和２年国勢調査）であり、年々減少傾向にある。また、人口構成

は若年層の流出、出生率の低下等により高齢化が進み、総人口に対する高齢者（65歳以上）の

割合は44.1％（令和２年）と上昇傾向にある。高齢化が進むことによる要配慮者の増加や、生

活圏の広域化による昼間の留守家庭の増加も、防災力を弱め、災害を大きくする要因となる。 

  人口密度は、１㎞2当たり51.8人（令和２年）であるが、町域の面積が比較的広いのに対し、

山地が多く、平坦地が少ないため、人口集中地域である平坦地の柏原地区は高密度で、これを

とりまく他地域は低密度安定型である。 

２ 産 業 

 (1) 農林業 

   就業人口にみる農林業に占める割合は16.8％（平成27年国勢調査）で、近年は増加傾向に

ある。一方、耕地面積は772.0ha（令和２年農林業センサス）であり、大幅な減少傾向は続い

ている。また、利用形態別構成比は、水田が69.3％、畑が29.7％、樹園地が1.0％となってい

る（令和２年農林業センサス）。 

 (2) 工 業 

   平成27年国勢調査によると、就業人口における第２次産業の占める割合は、24.7％となっ

ている。町内の工業は、軽工業が中心であるが、そのほとんどが中小企業である。 

 (3) 観 光 

   妙高戸隠連山国立公園のなかに位置し、夏は避暑客、冬はスキーヤーと１年を通じて出入

りが多い。野尻湖、黒姫高原、斑尾等へ訪れる観光客は、年間90万人前後で推移していたが、

令和２年以降は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、大幅に減少している。また、宿泊

施設は、旅館、ロッジから貸別荘まで含めると施設数約90、収容人員約4,000人の規模である｡ 
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 (4) 資 源 

   町内には、大小の河川が各所に所在している。これらの河川は主として農業用水に用いら

れ、水田地帯においては、堰により引水され、利用されている。 

   また、町の総面積の72.6％の地域を占める森林は森林資源として活用されている。 

３ 交 通 

 (1) 道 路 

   信濃町の道路網は、上信越自動車道、一般国道18号を基幹として、黒姫駅、古間駅を中心

に放射状に主要地方道、一般道が伸び、産業・経済・観光等の振興発展の基盤となっている。 

   信濃町ＩＣ、一般国道18号バイパスの開通により、首都圏、中京・関西方面との時間距離

は大幅に短縮された。 

   一方、県道、町道については、改良・舗装が遅れているところがあるため、整備を推進し

ていく必要がある。 

 (2) 鉄 道 

   町域を貫通する鉄道は、しなの鉄道北しなの線であり、古間、黒姫駅の２つの駅が置かれ

ている。 

４ 通 信 

  住民への広報は、町防災行政デジタル無線の導入により、全戸配付の戸別受信機を活用して、

情報体制の強化を図る。また、災害時通信網としてＭＣＡ移動無線等の移動系の機器の整備及

び緊急情報メール配信システムの推進により、迅速な情報提供体制を整えている。 

５ 社会的条件にみる災害の要因 

  災害発生の原因は、自然的条件が主体的なものであるが、ある種の社会的要因が自然的諸要

因と相関して、災害発生の原因を醸成し、あるいは災害を拡大させる方向に作用する。 

  社会的条件の現状に起因した災害発生あるいは拡大の要因としては、次のことが挙げられる。 

 (1) 人口集中等 

   一般国道18号地域への人口集中、野尻湖、黒姫高原の観光地化により、滞在人口の増加、

建物の高層化、過密化が進んでいる。 

   これらはいったん災害が発生すると大規模化の要素を内包しているほか、防止対策事業施

行の障害となる傾向にある。 

 (2) 危険地帯への常住 

   住居の分布において、一部の住居が河川の沿岸地や山沿いの地帯に及んでいる。それらの

地帯は、被災しやすい状態に置かれている。 

 (3) 悪条件下の農業 

   農業技術が進んできているとはいえ、農作物は、なお冷害、凍霜害等の危険にさらされて

いる。 

 (4) 危険物施設等の増加 

   経済活動の進展に伴い、危険物施設の数量的増加及び大規模化、一般家庭における少量保

管と使用頻度の著しい増加、高圧ガス、毒物・劇物の使用と保管量の増大、高圧送電の増加
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等一般的危険度が高まってきている。 

   これらは、災害の拡大の要因となるとともに、二次災害のおそれも考慮される。 

 (5) 森林の荒廃 

   森林の伐採、地域開発のための工事等は山地の保水能力を減少させ、土砂崩れ等の誘因と

なり、水害の要因となる。今後も、国、県等と協力して、長期的、計画的な保安林整備等の

治山事業を推進する。 

６ 過去の主な災害記録 

災害種別 災害年月日 災 害 原 因 災害箇所 被害地域 被 害 状 況 

地 震 1847年３月24日

（弘化４年） 

現在の５月８日

夜亥の刻 

（午後10時頃） 

善光寺大地震 

（Ｍ7.4と想定されて

いる。） 

  地震直後の代官の調査 

潰家 404軒（全戸の64.5％） 

死人  71人 

死馬  42疋 

火 災 明23年５月 失火 強風12ｍ 野尻上町 野尻上町、

仲町 

全焼 120戸、半焼 25戸 

被害額 不明 

火 災 昭３年８月19日 失火 強風10ｍ 野尻上町 野尻上町、

仲町 

全焼 60戸、半焼 11戸 

被害額 1,000千円 

野 尻 湖 

地 震 

昭18年10月13日 地震 震度４ 針ノ木部

落外 

針ノ木部落

外 

住宅半壊 18戸、全焼 ２戸 

被害額 3,000千円 

台風２号 昭28年６月７日 

～８日 

鳥居川はんらん 

降雨量80㎜ 

川原頭首

工欠壊 

大字柏原字

川原 

農地 18ha 

被害額 1,510千円 

集中豪雨 昭29年６月23日 

～31日 

鳥居川はんらん 

降雨量96㎜ 

原頭首工

欠壊 

大字平岡字

西原 

農地 60ha 

被害額  890千円 

梅雨前線

豪 雨 

昭34年７月１日 

～８日 

鳥居川はんらん 

降雨量150㎜ 

富士古橋

流失 

大字穂波吹

野原 

被害額 2,150千円 

集中豪雨 昭35年７月23日 

～26日 

鳥居川はんらん 

降雨量85㎜ 

上河原水

路欠壊 

大字富濃字

上河原 

被害額  680千円 

梅雨前線

豪 雨 

昭36年６月23日 

～30日 

鳥居川はんらん 

降雨量255㎜ 

戸草橋流

失 

大字富濃字

上河原 

被害額 1,129千円 

戸草道路

損壊 

大字富濃字

上河原 

被害額  445千円 

川原水路

及農地 

大字柏原字

川原 

被害額  810千円 

澁田川はんらん 澁田川２

号水路欠

壊 

大字柏原字

澁田 

被害額  531千円 

町内中小河川はんら

ん 

柳原水路

他７箇所 

 被害額 1,789千円 

台風20号 昭39年９月23日 

～26日 

道路欠壊 町道野尻

68号 

大字野尻字

家老路 

被害額 425千円 

集中豪雨

土 石 流 

災 害 

昭60年７月20日 

午後９時頃 

霊仙寺山北面、東面沢

筋の各所で崩落。 

特に屏風沢では霊仙

寺山８合目付近、国有

林界の２㎞位上流か

ら幅40ｍ深さ10ｍほ 

 全町 負傷者（軽傷）  ２名 

住 宅 半壊   ２棟 

    床上   24棟 

    床下   127棟 

店 舗 床上   17棟 

物 置 床上   19棟 
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  ど土石流となって流

出、巨木を倒し岩石を

伴って北信、板橋を襲

う。 

      床下   87棟 

別 荘 床上   １棟 

    床下   １棟 

公会堂 全壊   １棟 

農地、農業施設  405,000千円 

農作物等     127,000千円 

林業関係      8,950千円 

水道関係      15,000千円 

道路河川町関係  646,210千円 

商工、観光関係   1,075千円 

 被害総額   1,203,235千円 

梅雨前線 

集中豪雨 

平７年７月11日 

～13日 

（平成７年７月

11日14時～12日

19時） 

（平成７年７月

11日19時～20時） 

鳥居川、関川、赤川他

中小河川はんらん 

降雨量 188㎜ 

（町平野部） 

時間最大雨量 30㎜ 

降雨量 269㎜ 

（黒姫山中腹） 

降雨量 340㎜ 

（笹ケ峰ダム） 

鳥居川、

関川、赤

川他護岸

欠壊 

地 震 滝

橋、吹野

橋、富士

古橋欠壊 

県道杉野

沢 黒 姫

（停）線

陥没 他 

全町 家屋 219戸    267,000千円 

 ・全壊 22戸 

 ・半壊 １戸 

 ・床上 46戸 

 ・床下 150戸 

田畑   104ha   48,290千円 

水産関係      14,360千円 

工場その他公共施設 

2,181,530千円 

土木災害 

 ・河川    5,583,100千円 

 ・その他土木施設 

1,241,100千円 

 被害総額   9,335,380千円 

豪 雪 平17年12月～ 

平18年１月 

平18年１月５日 

積雪 159㎝ 

 全町 平18年１月７日 

 災害救助法適用 

集中豪雨 平21年８月６日 

18時～22時 

鳥居川はんらん 鳥居川水

域、富が

原地区用

水域 

古間地区内 

富士里地区

内 

家屋 22棟     2,000千円 

 ・床上 ３棟 

 ・床下 19棟 

田畑   22筆   4,000千円 

農業施設等 10施設 

町道 ８路線     900千円 

鳥居川堤防等 ７か所 

117,000千円 

被害総額     123,900千円 

集中豪雨 平22年７月15日 

19時～21時 

平22年７月17日 

17時～20時 

鳥居川、斑尾川他中小

河川はんらん 

降雨量 15日43㎜ 

    17日43㎜ 

鳥居川、

斑尾川他

水域等 

柏原地区内 

古間地区内 

富士里地区

内 

家屋 15棟     2,000千円 

 ・床上 １棟 

 ・床下 14棟 

田畑   65筆   18,100千円 

水路  15か所   1,500千円 

農道・林道 

    ９路線   5,000千円 

町道・河川等 

    21か所   6,000千円 

橋梁   １本    300千円 

落雷による被害 

    ２か所    800千円 

 被害総額     33,700千円 

豪 雪 平24年１月～ 

２月 

平24年１月30日 

積雪164㎝ 

 全町 平24年２月１日 

 災害救助法適用 

地 震 平26年11月22日 

22時08分 

神城断層地震Ｍ6.7 

震源地 白馬村 

信濃町震度５強 

 全町 負傷者（軽傷） １名 

公共施設      43,995千円 

町道・河川等    8,804千円 

上水道施設     1,231千円 

 被害総額     54,030千円 
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台風21号 平29年10月22日 

～23日 

花ヶ入川、中の沢川他 

中小河川はんらん 

降雨量（古海） 

22日（日合計） 84mm 

23日（日合計）129mm 

期間合計   213mm 

時間最大雨量  23mm 

花 ヶ 入

川、中の

沢川他 

護岸欠壊 

花ヶ入１

号 線 破

損、林道

斑尾線路

肩決壊他 

全町 

（古間地区

を除く） 

住宅 ６棟 

 ・床下 ４棟 

 ・屋根破損（空き家）２棟 

町道 ５路線    1,075千円 

農道・林道 ７路線（16か所） 

16,884千円 

河川 ５河川（11か所） 

3,613千円 

農業用水 ２用水  1,296千円 

農地 ７か所    1,080千円 

農集排施設 １か所  100千円 

上水道施設 ２か所  185千円 

教育施設 １か所    76千円 

遊歩道その他施設（２か所） 

1,010千円 

 被害総額     25,319千円 

集中豪雨 平30年７月５日 

～６日 

降雨量 

５日～６日 124mm 

時間最大雨量 22mm 

野尻地区

農地、水

路他 

 

全町 

 

〔農林関係〕 

土砂崩落１か所、土砂堆積５か

所、護岸崩落３か所、法面崩落４

か所 

国有林       不明 

用排水路      5,425千円 

農地         890千円 

台風19号 令元年10月12日 

～13日 

降雨量 

12日～13日 273mm 

準用河川 

(慶沢川､

中 の 沢

川、花が

入川、内

の巻川）

護岸崩落

他 

全町 

 

〔農林関係〕 

路肩崩落３か所、路盤洗堀３か

所、法面崩落22か所 

林道        5,500千円 

用排水路      1,000千円 

農地        40,000千円 

〔建設関係〕  

倒木        2,796千円 

町道 ７か所    3,649千円 

護岸崩落 ４か所  10,674千円 

集中豪雨 令３年８月12日 

～14日 

降雨量 

12日～13日 99mm 

13日～14日 52mm 

 

古 海 地

区・黒姫

地区町道

法 面 崩

落、準用

河川（中

の沢川、

新田川）

護岸崩落

他 

全町 

 

〔農林関係〕 

路肩崩落１か所、路盤洗堀３か

所、法面崩落７か所、土砂堆積２

か所 

林道        3,263千円 

用排水路      1,967千円 

農地        7,384千円 

〔建設関係〕 

町道 ３か所 

護岸崩落 ２か所 
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第５節 地震被害想定 
  

 

第１ 基本方針 

 長野県では、平成26年の長野県神城断層地震のような県内の活断層による地震に備えるととも

に、平成23年の東北地方太平洋沖地震のようなこれまで想定していなかった場所・規模の地震や、

将来起こりうるといわれている南海トラフの巨大地震に備えるため、県及び各市町村の防災対策

の新たな基礎資料となる実践的な被害想定を策定し、平成27年３月、『第３次長野県地震被害想定

調査報告書』を公表した。 

 この調査による被害想定結果は、本町における今後の地震防災対策の基礎資料として、また住

民一人ひとりの防災意識の高揚と防災対策の推進に当たって有用な資料となるものである。 

 本節においては、この報告書のうち、本町に関する被害想定結果の概略等を示すものとする。 

 

第２ 想定地震 

 『第３次長野県地震被害想定調査報告書』における想定地震及びその諸元は、次のとおりであ

る。 

想定地震の諸元 

震源諸元 

想定地震 

マ グ ニ 

チュード 

町における

最 大 震 度 

長 さ 

（㎞） 
位 置 等 

長野盆地西縁断層帯 7.8 ７ 58 飯山市～長野市 

糸魚川－静岡構造線（北側） 8.0 ５弱 84 小谷村～松本市 

糸魚川－静岡構造線（南側） 7.9 ４ 66 安曇野市～富士見町 

伊那谷断層帯 8.0 ４ 60 辰野町～平谷村 

阿寺断層系（南部） 
7.8 ３ 79 

岐阜県中津川市（旧山口

村）～岐阜県下呂市 

木曽山脈西縁断層帯（北部） 7.5 ４ 40 木曽町～南木曽町 

境峠・神谷断層帯 7.6 ４ 47 松本市～伊那市 

想定東海地震 8.0 ５弱   

南海トラフ 9.0 ５弱   

 この中で、本町に最も影響を及ぼすと考えられるのは、「長野盆地西縁断層帯の地震」である。

このため、以下、「長野盆地西縁断層帯の地震」についての想定結果を中心に記述する。 

 なお、地震動の予測も、科学的な知見に基づいて一定の条件で設定しているものであって、次

にその想定地震において発生する地震動を具体的に予測したものではなく、また、近い将来これ

らの地域で想定どおりの地震が発生することを必ずしも意味するものではない。 
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第３ 想定結果 

１ 予測震度 

  町域において、最大震度７の非常に強い揺れが予測されているほか、町全域で６弱以上と予

想されている。 

 

長野盆地西縁断層帯（ケース３）の地震の地表震度分布 

２ 被害想定結果 

  信濃町の被害想定結果は、次のとおりである。 

  なお、想定の季節及び時間帯については、それぞれ被害が最大になるものとした。 

想定地震 長野盆地西縁断層帯の地震（ケース３） 

マグニチュード 7.8 

強震動生成域 南側が大 

破壊開始点 南側 

 (１) 建物被害（冬18時・強風時）                        （棟） 

液状化 揺 れ 断層変位 土砂災害 火災 合   計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 全壊 半壊 焼失 全壊・焼失 半壊 

* * 490 1,160 0 10 40 0 500 1,200 

  ※ 「＊」は「わずか」を示す。 
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 (2) 人的被害 

  ア 死者・負傷者・重傷者数（冬深夜・強風時）                （人） 

 建物倒壊 うち屋内収容物 土砂災害 火災 ブロック塀等 合計 

死 者 数 30(0) *(*) *(*) 0(0) *(*) 30(*) 

負傷者数 400(100) 20(10) *(*) 0(0) *(*) 400(100) 

重傷者数 170(0) *(*) *(*) 0(0) *(*) 170(*) 

   ※ 「＊」は「わずか」を示す。 

  イ 自力脱出困難者・避難者数（冬深夜・強風時）               （人） 

自力脱出

困難者数 

被災１日後 被災２日後 被災１週間後 被災１か月後 

避難者数 うち避難

所外 

避難者数 うち避難

所外 

避難者数 うち避難

所外 

避難者数 うち避難

所外 

50(10) 310 210 840 840 610 610 280 660 

   （ ）内は要配慮者数 

  ウ 避難所避難者における要配慮者数（冬18時・強風時） （人） 

被災１日後 被災２日後 被災１週間後 被災１か月後 

60 170 130 60 

 (3) ライフライン被害 

  ア 上水道の断水人口・断水率 

給水人口 

(人) 

被災直後 被災１日後 被災１週間後 被災１か月後 

断水人口 

(人) 

断水率 

(％) 

断水人口 

(人) 

断水率 

(％) 

断水人口 

(人) 

断水率 

(％) 

断水人口 

(人) 

断水率 

(％) 

8,550 7,780 91 5,370 63 2,790 33 460 5 

   ※ 給水人口は、「平成23年度長野県の水道」を活用 

  イ 下水道の機能支障人口・機能支障率 

処理人口 

(人) 

被災直後 被災１日後 被災１週間後 被災１か月後 

機能支障

人  口 

(人) 

機  能

支 障 率 

(％) 

機能支障

人  口 

(人) 

機  能

支 障 率 

(％) 

機能支障

人  口 

(人) 

機  能

支 障 率 

(％) 

機能支障

人  口 

(人) 

機  能

支 障 率 

(％) 

6,480 5,610 87 2,860 44 640 10 80 1 

   ※ 処理人口は、平成24年度末長野県汚水処理人口普及状況（下水道処理人口＋農排整備

人口＋浄化槽整備人口）から活用 

  ウ 都市ガス供給停止戸数・供給停止率 

   該当なし。 

  エ 停電軒数・停電率 

   (ア) 被災直後 

想定条件 電灯軒数（軒） 
被災直後停電

軒数（軒） 

被災直後停電

率（％） 

配電線被害によ

る停電軒数（軒） 

平 

常 

時 

冬深夜 

4,500 

3,690 82 40 

夏12時 3,690 82 30 

冬18時 3,690 82 40 

強 

風 

時 

冬深夜 3,690 82 40 

夏12時 3,690 82 30 

冬18時 3,690 82 40 
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   (イ) 復旧予測（冬18時・強風時） 

被災直後 被災１日後 被災４日後 被災１週間後 

停電軒数 

（軒） 

停電率 

（％） 

停電軒数 

（軒） 

停電率 

（％） 

停電軒数 

（軒） 

停電率 

（％） 

停電軒数 

（軒） 

停電率 

（％） 

3,690 82 1,310 29 170 4 20 0 

  オ 固定電話不通回線数・不通回線率 

   (ア) 停電の影響がない場合 

想定条件 回線数（回線） 
被災直後の不通回線数

（回線） 

被災直後の不通回線率

（％） 

平 

常 

時 

冬深夜 

3,380 

30 1 

夏12時 20 1 

冬18時 30 1 

強 

風 

時 

冬深夜 30 1 

夏12時 20 1 

冬18時 30 1 

   (イ) 停電の影響が50％及び100％の場合 

被災直後 

（停電の影響が

50％） 

被災直後 

（停電の影響が

100％） 

被災１日後 被災１週間後 被災１か月後 

不通回線

数(回線) 

不通回線

率（％） 

不通回線

数(回線) 

不通回線

率（％） 

不通回線

数(回線) 

不通回線

率（％） 

不通回線

数(回線) 

不通回線

率（％） 

不通回線

数(回線) 

不通回線

率（％） 

1,390 41 2,770 82 980 29 20 0 0 0 

     注) 回線数は１の位を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。 

  カ 携帯電話停波基地局率・不通ランク 

被災直後 被災１日後 被災４日後 被災１週間後 

停波 

基地局率 

（％） 

不通ランク 

停波 

基地局率 

（％） 

不通ランク 

停波 

基地局率 

（％） 

不通ランク 

停波 

基地局率 

（％） 

不通ランク 

12 A 50 － 7 － 1 － 

   ※ Ａ：非常につながりにくい 

     Ｂ：つながりにくい 

     Ｃ：ややつながりにくい 

 (4) 物資不足量 

  ア 食料過不足量 

避難所避難者数 食料過不足量（食） 

１日後 ２日後 ３日後 １日後 ２日後 ３日後 

311 835 766 △618 △3,625 △6,382 

   ※１ △は不足量を示す。正の数は需要量を上回る主要備蓄量を示す。 

   ※２ 避難者数が最も多い「冬18時・強風時」で算出 
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  イ 飲料水過不足量 

断水人口 飲料水過不足量（リットル） 

１日後 ２日後 ３日後 １日後 ２日後 ３日後 

5,687 4,784 4,209 △17,062 △31,413 △44,041 

   ※１ △は不足量を示す。正の数は需要量を上回る給水可能量を示す。 

   ※２ 断水人口は全想定条件で同じ。 

  ウ 毛布の過不足量 

避難所避難者数 生活必需品（毛布）過不足量（枚） 

１日後 ２日後 ３日後 １日後 ２日後 ３日後 

311 835 766 △341 △1,390 △1,252 

   ※１ △は不足量を示す。正の数は需要量を上回る主要備蓄量を示す。 

   ※２ 避難者数が最も多い「冬18時・強風時」で算出 

 (5) 災害廃棄物 

  災害廃棄物の発生量想定：38,040トン 

   ※建物被害が最も多い「冬18時・強風時」を算出 

 (6) 孤立集落数 

孤立の可能性がある

集落 

震度６強以上が想定され

ている地域の集落 

アクセス困難のおそ

れがある集落 
重複 合計 

10 1 2 0 3 

 (7) 道路施設被害 

  延長：25km 

  緊急輸送路における道路施設被害箇所数：４箇所 

 (8) 鉄道施設被害 

延長（km） 被害箇所数（箇所） 

新幹線 在来線等 計 新幹線 在来線等 計 

0 14 14  28 28 

 

 

 


